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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　金属膜によって隔離された複数の並列の蒸気管を備えた壁部を有するタイプのボイラの
内部空間における燃焼特性をモニタするモニタ方法であって、
　ａ）ボイラの両側に在る隣接する蒸気管を再配置することなく、第１の貫通部及び第２
の貫通部を前記隣接する蒸気管の間の金属膜に形成し、
　ｂ）いずれもボイラの内部空間の外側に位置する放出コリメータレンズと放出リレーレ
ンズとを備える放出光学部を介して、光ビームを投射することを含み、前記放出リレーレ
ンズは、前記光ビームが前記放出リレーレンズの焦点において前記第１の貫通部を通過す
るように前記第１の貫通部に光学的に接続されており、
　さらに、
　ｃ）前記ボイラの内部空間の外側に位置する捕捉光学部により前記光ビームを受信する
ことを含み、前記捕捉光学部は、前記第２の貫通部に光学的に接続される捕捉リレーレン
ズと、該捕捉リレーレンズに光学的に接続される捕捉コリメータレンズとを備え、
　さらに、
　ｄ）コリメートされた受光ビームの強度を決定し、
　ｅ）前記放出コリメータレンズ及び前記捕捉コリメータレンズのうちの少なくとも一方
を整列させて、コリメートされた前記受光ビームの強度を最大化することを含む、モニタ
方法。
【請求項２】
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　工程ｅ）において、前記放出コリメータレンズ及び前記捕捉コリメータレンズの両方を
整列させて、コリメートされた前記受光ビームの強度を最大化することをさらに含む、請
求項１に記載のモニタ方法。
【請求項３】
　前記第１及び前記第２の貫通部が前記蒸気管に対して平行に長尺化される、請求項１に
記載のモニタ方法。
【請求項４】
　前記放出光学部を放出光学部ハウジングに設置するとともに、前記捕捉光学部を捕捉光
学部ハウジングに設置することをさらに含み、前記放出リレーレンズ及び前記捕捉リレー
レンズが、前記放出光学部ハウジング及び前記捕捉光学部ハウジングの前縁壁におけるオ
リフィスをそれぞれ閉塞する、請求項１に記載のモニタ方法。
【請求項５】
　第１の観測管及び第２の観測管の基端を前記ボイラの外部空間に取付けることをさらに
含み、前記第１の貫通部及び前記第２の貫通部が、前記第１の観測管及び前記第２の観測
管の内部空間にそれぞれ連通する、請求項４に記載のモニタ方法。
【請求項６】
　前記放出光学部ハウジング及び前記捕捉光学部ハウジングを前記第１の観測管及び前記
第２の観測管の末端にそれぞれ取付けることをさらに含み、前記放出リレーレンズ及び前
記捕捉リレーレンズが、前記第１の観測管及び前記第２の観測管の末端にそれぞれ隣接す
る、請求項５に記載のモニタ方法。
【請求項７】
　工程ｅ）において、前記放出コリメータレンズ及び前記捕捉コリメータレンズを第１の
直交軸線及び第２の直交軸線に沿ってチルト動作させることをさらに含む、請求項２に記
載のモニタ方法。
【請求項８】
　工程ｅ）において、前記放出光学部及び前記捕捉光学部を順次チルト動作させて、前記
光ビームの強度を最大化することをさらに含む、請求項７に記載のモニタ方法。
【請求項９】
　工程ｅ）において、前記放出光学部及び前記捕捉光学部を第１の直交軸線及び第２の直
交軸線に沿って並進運動させることをさらに含む、請求項２に記載のモニタ方法。
【請求項１０】
　工程ｅ）において、前記放出光学部及び前記捕捉光学部を順次並進運動させて、前記光
ビームの強度を最大化することをさらに含む、請求項９に記載のモニタ方法。
【請求項１１】
　前記放出コリメータレンズ及び前記捕捉コリメータレンズが準コリメータレンズである
、請求項９に記載のモニタ方法。
【請求項１２】
　金属膜によって隔離された複数の並列の蒸気管を備えたボイラの内部空間の燃焼特性を
検知する検知装置であって、
　選択レーザ発振周波数を有するダイオードレーザと、
　前記ダイオードレーザによって生成されるビームに光学的に接続される放出コリメータ
レンズと、
　放出リレーレンズであって、前記放出コリメータレンズに光学的に接続されていて、前
記ビームが隣接する蒸気管の間の第１の金属膜における放出リレーレンズの焦点において
第１の貫通部を通過するように構成される放出リレーレンズと、
　投射される前記ビームを、前記第１の金属膜とは反対の第２の金属膜における第２の貫
通部に通して受信するように構成される、捕捉リレーレンズと、
　前記捕捉リレーレンズに光学的に接続される捕捉コリメータレンズと、
　前記捕捉コリメータレンズに光学的に接続される光ファイバと、
　前記光ファイバに光学的に接続されていて、前記選択レーザ発振周波数に対して感受性
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を有する検出器と、
　前記放出コリメータレンズ及び前記捕捉コリメータレンズのうちの少なくとも一方に関
連付けられていて、前記検出器によって受信される光量を最大化させるように前記コリメ
ータレンズを前記ビームに対して整列させる、整列機構部とを備える、検知装置。
【請求項１３】
　前記放出コリメータレンズ及び前記放出リレーレンズを収容する放出ハウジングをさら
に備え、前記放出リレーレンズが前記放出ハウジングの前縁壁におけるオリフィスを閉塞
しており、さらに、前記捕捉コリメータレンズ及び前記捕捉リレーレンズを収容する捕捉
ハウジングを備え、前記捕捉リレーレンズが前記捕捉ハウジングの前縁壁におけるオリフ
ィスを閉塞する、請求項１２に記載の検知装置。
【請求項１４】
　基端及び末端をそれぞれ有する第１の観測管及び第２の観測管をさらに備え、前記第１
の観測管及び前記第２の観測管の前記基端が前記ボイラの外部空間に取付けられるととも
に、前記第１の貫通部及び前記第２の貫通部が前記第１の観測管及び前記第２の観測管の
内部空間にそれぞれ連通しており、前記放出ハウジング及び前記捕捉ハウジングが前記第
１の観測管及び前記第２の観測管の前記末端にそれぞれ取付けられ、前記放出リレーレン
ズ及び前記捕捉リレーレンズのそれぞれが、前記観測管の内部空間に光学的に連通する、
請求項１３に記載の検知装置。
【請求項１５】
　前記放出コリメータレンズ及び前記捕捉コリメータレンズのそれぞれに関連付けられる
整列機構部をさらに備える、請求項１２に記載の検知装置。
【請求項１６】
　各整列機構部は、前記コリメータレンズを第１の直交軸線及び第２の直交軸線に沿って
チルト動作させるチルト動作手段を備え、前記第１の直交軸線及び前記第２の直交軸線が
、いずれも放射ビームに対して直交する、請求項１５に記載の検知装置。
【請求項１７】
　前記コリメータレンズをチルト動作させるチルト動作手段がステッピングモータを備え
る、請求項１６に記載の検知装置。
【請求項１８】
　前記検出器及び前記整列機構部に関連付けられるデータ処理システムをさらに備え、該
データ処理システムは前記検出器からデータを受信するとともに、さらに、前記整列機構
部によって、関連付けられるコリメータレンズを整列させて、前記ビームの強度を最大化
する、請求項１２に記載の検知装置。
【請求項１９】
　各整列機構部が、前記コリメータレンズを第１の直交軸線及び第２の直交軸線に沿って
並進運動させる並進運動手段を備える、請求項１５に記載の検知装置。
【請求項２０】
　各コリメータレンズが準コリメータレンズである、請求項１８に記載の検知装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本願の開示内容は、ボイラの内部空間における燃焼特性を測定する測定方法及び測定装
置を対象にしており、より具体的には、蒸気管を再構成することなく、金属膜によって隔
離された複数の並列の蒸気管を備えた壁部を有するタイプのボイラにおける燃焼特性を測
定する測定方法及び測定装置を対象にする。
【背景技術】
【０００２】
　「処理のモニタ及び制御のための方法及び装置（Method and Apparatus For The Monit
oring And Control Of A Process）」と題する特許文献１は、調整可能ダイオードレーザ
吸収分光法（ＴＤＬＡＳ）を利用する処理のモニタ及び制御のための方法及び装置につい
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て述べている。簡潔に述べると、ＴＤＬＡＳ方法及びＴＤＬＡＳ装置において、多数の別
個の波長からなる多重ビームでありうる光ビームをボイラ燃焼室へ導くことが行われ、ボ
イラ燃焼特性、例えばＣＯ、ＣＯ2、Ｏ2及びＨ2Ｏを含む種々の燃焼種の温度及び濃度が
測定される。この技術において、ボイラを貫通する視線が要求される。複数のボイラ個所
における燃焼特性を測定するのが望ましい場合が多いため、実際に、典型的には多くの視
線が要求される。典型的には、波長多重レーザビームが放出光学部（ｐｉｔｃｈ　ｏｐｔ
ｉｃ）から、ボイラの反対側に在る捕捉光学部（ｃａｔｃｈ　ｏｐｔｉｃ）まで伝送され
る。或る適用例では、最大１５個の測定経路が要求され、したがって１５対の放出光学部
及び捕捉光学部並びに３０個のボイラ貫通部が要求される。
【０００３】
　典型的な石炭ボイラは、金属膜によって離間された一連の並列の蒸気管から形成される
壁部を備えている。蒸気管は、典型的には直径約５．０８ｃｍ（２インチ）であり、中心
から約６．３５ｃｍ（２．５インチ）間隔に存在する。蒸気管の間の金属膜は、典型的に
は幅約１．２７ｃｍ（０．５インチ）、肉厚約０．９５２５ｃｍ（０．３７５インチ）で
ある。波長多重レーザビームを利用して測定用の光学的アクセスを得るために、光学的ア
クセス部がボイラの壁部を貫通して形成される必要がある。公知のＴＤＬＡＳ装置は、適
切な光学的アクセス部を形成するために、直径およそ５．０８ｃｍ（２インチ）の孔をボ
イラ壁部に形成することを要求する。
【０００４】
　図１は、光学的アクセス部をボイラの内部空間に形成するための現在の技術を示してい
る。図１を参照すると、ボイラ壁部１０は、金属膜１４によって隔離された一連の並列の
蒸気管１２を備えている。光学的アクセスのために要求される約５．０８ｃｍ（２インチ
）の孔を形成するために、蒸気管は、図１に示されるような管湾曲部を利用して経路変更
される必要がある。いったん完成すれば、光学的アクセスを形成するための管湾曲部の使
用は良好に機能する。しかしながら、燃焼状態を十分にモニタするのに要求される数の管
湾曲部を設けることは、困難かつ高価である。問題は、単一の管湾曲部を導入するためで
さえ、相当な時間の間、ボイラを停止させる必要がある事実から主として発生する。結果
として、管湾曲部ひいてはＴＤＬＡＳモニタ部は、長時間の計画的停止の際にしか導入で
きない。計画的停止は、１年に１回又は２年に１回しか行われない。したがって、タイミ
ングが悪いと、或る発電所がＴＤＬＡＳモニタ部を購入して導入できるようになるまで、
最大２年待つ必要があることもある。したがって、ボイラ内における燃焼特性をモニタす
るためのモニタ装置において、管湾曲部を必要としないものは非常に望ましい。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】米国特許第７４６９０９２号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は、前述した問題の１つ又は２つ以上を解決することを対象とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　開示内容の第１の態様は、金属膜によって隔離された複数の並列の蒸気管を備えた壁部
を有するタイプのボイラの内部空間における燃焼特性をモニタするためのモニタ方法であ
る。このモニタ方法は、ボイラの両側に在る隣接する蒸気管の間の金属膜に対して、それ
ら隣接する蒸気管を再配置することなく、第１及び第２の貫通部を形成することを含む。
次いで、光ビームが、いずれもボイラの内部空間の外側に位置する放出コリメータレンズ
と放出リレーレンズとを備えた放出光学部を介して投射される。放出リレーレンズは第１
の貫通部に光学的に接続され、光ビームをボイラの内部空間へと投射する。このモニタ方
法は、ボイラの内部空間の外側に位置する捕捉光学部によって光ビームを受信することを



(5) JP 5576399 B2 2014.8.20

10

20

30

40

50

さらに含む。この捕捉光学部は、第２の貫通部に光学的に接続された捕捉リレーレンズと
、該捕捉リレーレンズに光学的に接続された捕捉コリメータレンズとを備える。コリメー
トされた受光ビームの強度が決定される。放出コリメータレンズ及び捕捉コリメータレン
ズのうちの少なくとも一方は、次いでコリメートされた受光ビームの強度を最大化するよ
うに整列されうる。実施形態は、放出コリメータレンズ及び捕捉コリメータレンズの両方
が受光ビームの強度を最大化するように整列されることを含みうる。第１及び第２の貫通
部は、蒸気管に対して平行に長尺化されていてもよい。このモニタ方法は、放出光学部を
放出光学部ハウジング内に、捕捉光学部を捕捉光学部ハウジング内にそれぞれ設置するこ
とをさらに含みうるとともに、放出リレーレンズ及び捕捉リレーレンズは、放出光学部ハ
ウジング及び捕捉光学部ハウジングの前縁壁におけるオリフィスをそれぞれ閉塞してもよ
い。このような実施形態において、このモニタ方法は、第１の観測管及び第２の観測管の
基端を外部ボイラ壁部に取付けることをさらに含みうるとともに、第１の貫通部及び第２
の貫通部が第１の観測管及び第２の観測管の内部空間にそれぞれ連通していてもよい。放
出光学部ハウジングは第１の観測管の末端に取付けられうるとともに、リレーレンズが第
１の観測管の内部空間に光学的に連通していてもよく、また、捕捉光学部ハウジングは第
２の観測管の末端に取付けられうるとともに、捕捉リレーレンズが第２の観測管の内部空
間に光学的に連通していてもよい。
【０００８】
　開示内容の別の態様は、金属膜によって隔離された複数の並列の蒸気管を備えたボイラ
の内部空間の燃焼特性を検知するための検知装置である。この検知装置は、選択レーザ発
振周波数を有するダイオードレーザを備えている。放出コリメータレンズは、ビームを生
成するダイオードレーザに光学的に接続される。放出リレーレンズは、放出コリメータレ
ンズに光学的に接続されるとともに、放出リレーレンズは、ビームをレーザから、隣接す
る蒸気管の間の第１の膜における第１の貫通部に投射するように構成される。捕捉リレー
レンズは、投射されたビームを、第１の膜とは概ね反対の第２の膜における第２の貫通部
に通して受信するように構成される。捕捉コリメータレンズは捕捉リレーレンズに光学的
に接続され、光ファイバは捕捉コリメータレンズに光学的に接続される。選択レーザ発振
周波数に感受性を有する検出器が次いで光ファイバに光学的に接続される。整列機構部は
、放出コリメータレンズ及び捕捉コリメータレンズのうちの少なくとも一方に関連付けら
れていて、検出器によって受信される光量を最大化するように、コリメータレンズをビー
ムに対して整列させる。放出コリメータレンズ及び放出リレーレンズと、捕捉コリメータ
レンズ及び捕捉リレーレンズとは、第１の態様に関連して説明したように放出ハウジング
及び捕捉ハウジングにそれぞれ収容されうる。実施形態は、基端においてボイラの外部空
間に取付けられた第１の観測管及び第２の観測管をさらに備えうるとともに、貫通部が観
測管の内部空間に連通していてもよい。このような実施形態において、放出ハウジング及
び捕捉ハウジングは、第１の観測管及び第２の観測管の末端にそれぞれ取付けられうると
ともに、リレーレンズがそれら観測管の内部空間に光学的に接続されてもよい。実施形態
は、放出コリメータレンズ及び捕捉コリメータレンズの各々に関連付けられる整列機構部
を備えてもよい。この整列機構部は、コリメータレンズを第１の直交軸線及び第２の直交
軸線に沿ってチルト動作させるチルト動作手段を備えてもよく、これら第１の直交軸線及
び第２の直交軸線は、いずれも投射されるビームに対して概ね直交している。データ処理
システムが検出器及び整列機構部に関連付けられてもよい。データ処理システムは検出器
からデータを受信するとともに、整列機構部によって関連付けられたコリメータレンズを
整列させ、ビームの強度を最大化する。
【０００９】
　本明細書に記載されるボイラの内部空間における燃焼特性を測定する測定方法及び測定
装置は、管湾曲部を導入して光学的アクセスを可能にするためにボイラを停止することを
必要とせずに、燃焼特性の検出を可能にする。したがって、この測定方法及び測定装置に
よって、管湾曲部の導入を要求するシステムに比べて、燃焼モニタ作用における多くの利
点が迅速かつ安価に享受される。
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【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】光学的アクセス部をボイラの内部空間に形成するための現在の技術を示す図であ
る。
【図２】貫通部を表す図である。
【図３】変更された放出光学部及び捕捉光学部の構成を示す図である。
【図４】変更された放出光学部及び捕捉光学部の構成を示す図である。
【図５】整列可能な放出光学部及び捕捉光学部の実施形態を概略的に表す図である。
【図６】整列可能な放出光学部及び捕捉光学部の代替的な実施形態を表す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　格別の示唆がされない場合、明細書及び特許請求の範囲において使用される構成要素の
数量、寸法、反応条件などを表すあらゆる数字は、あらゆる場合において、用語「約」に
基づいて改変されるように理解されるであろう。
【００１２】
　本願及び特許請求の範囲において、単数のものが使用される場合は、特に格別の言及が
されない場合、複数のものが含まれる。それに加えて、「又は」が使用される場合は、格
別の言及がされない場合、「それらの一方或いはそれら両方」を意味する。さらに、用語
「含む」が使用されるときは、他の形式、例えば「含んでいる」、「含まれる」と同様に
、限定的ではない。また、用語「要素」又は「構成部品」は、特に格別の言及がされない
場合、１つのユニットを備える要素及び構成部品と、１つよりも多いユニットを備える要
素及び構成部品との両方を包含する。
【００１３】
　本明細書において参照することによりその内容全体が本明細書に組入れられる特許文献
１は、光学的アクセスをボイラに付与するために、管湾曲部をボイラの壁部に導入するこ
とを要求するタイプにおける燃焼過程のモニタ及び制御のための方法及び装置を開示する
。特許文献１は、放出光学部及び捕捉光学部が、ボイラ、すなわちそれ自体が熱的作用又
は風及び振動による運動にさらされる過酷な処理室にボルト留めされるにもかかわらず、
それら放出光学部及び捕捉光学部が光学的整列状態を維持できるようにする、自動整列機
能を組込んだ検知システムを開示している。
【００１４】
　前述したシステムは、フィードバック制御式チルトステージに設置された放出コリメー
タレンズ及び捕捉コリメータレンズを備える、放出光学部及び捕捉光学部を提供する。多
重化された光は、入力ファイバに直接取付けられたコリメート作用を有する放出レンズに
よって測定領域にわたって発射される。捕捉コリメータレンズは、伝送された光を、典型
的には多重モード型ファイバである出力ファイバに光学的に接続する。結果として、捕捉
光学部は、放出光学部から発せられるビームに対して同一直線上にあるように向けられる
必要がある。このことは、集束された伝送ビームが多重モード型ファイバの許容錐体の範
囲内に到達するのに必要である。特許文献１によって開示されるシステムは、ボイラの壁
部における直径約５．０８ｃｍ（２インチ）の貫通部を考慮している。この開示されたシ
ステムは、典型的な伝送距離１０メートルに対して１ｃｍの公差、又は１ミリラジアンの
公差を伴って機能する。しかしながら、この公差は、ボイラ貫通部が隣接する蒸気管の間
の金属膜に形成される場合において、管湾曲部を設ける必要性を排除するのに適していな
い。このような貫通部は図２に表されている。貫通部１６は、（膜の幅に等しい）およそ
１．２７ｃｍ（０．５インチ）の幅を有していて、蒸気管に対して平行な方向に長尺であ
る。貫通部をこのように長尺化することにより、光収集の効率性が幾分補助される。しか
しながら、整列させること及び整列状態を維持することは、管湾曲部の手法により支持さ
れる５．０８ｃｍ（２インチ）の貫通部において要求されるよりも顕著に困難である。例
えば、１５メートル幅のボイラと仮定すると、側方の整列公差は、１４メートルに対して
およそ１．２５ｃｍ、又は約０．８ミリラジアンである。要求される整列分解能を提供す
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るためには、少なくとも１０の係数分小さい（すなわち０．０８ミリラジアン）整列増分
が要求される。これら公差は、特許文献１によって開示される方法及び装置では達成でき
ない。
【００１５】
　より厳しい整列公差を満足するために、変更された放出光学部及び捕捉光学部の構成が
要求される。このような構成は、図３及び図４に表されている。コリメータレンズ１８は
チルトステージ１９に設置されており、より詳細に後述するとともに特許文献１によって
開示されるように、コリメータレンズ１８が９０°の直交軸線に沿ってチルト動作できる
ようになっている。ビームをコリメータレンズからボイラに直接発射する代わりに、リレ
ーレンズ２０がコリメータレンズ１８に光学的に連通するように設けられる。リレーレン
ズは、スロット形成された膜貫通部の軸線に構築される間に整列される。結果として、リ
レーレンズによって受信されるビームは、リレーレンズの焦点において、スロット形成さ
れた貫通部１６を通過する必要がある。図４を参照されたい。スロット形成された貫通部
をビームが通過する角度は、ビームをコリメータレンズからリレーレンズの異なる位置に
誘導することによって、二次元において調整されうる。こうすることによって、ビームが
、スロット形成された放出側の貫通部を通って誘導されうるようになり、ボイラの捕捉側
のスロット形成された貫通部に達する。ボイラの捕捉側において、捕捉光学部はリレーレ
ンズ２０を組込むとともに、コリメータレンズ１８を図３及び図４に示されたのと同様に
チルト動作させる。捕捉コリメータレンズにおいてチルトステージを採用することによっ
て、最大強度の受信されたコリメートされたビームが、光学的に接続された多重モード型
ファイバに伝達されることが保証される。効果的な光学的接続をさらにもたらすために、
放出ビームは、従来技術のシステムにおける約２０ｍｍとは対照的に直径約５ｍｍにコリ
メートされる。
【００１６】
　図５は、整列可能な放出光学部及び捕捉光学部の実施形態を概略的に表している。送信
器及び受信器はデザインが類似している。送信器は、光ファイバから現れるレーザ光のコ
リメートされたビームを発生させる。受信器はコリメートされた光のビームを捕捉すると
ともに、それをファイバ内に集束させる。（この光学システムを介して光を逆方向に送信
することもでき、送信器及び受信器の大部分の要素は同一である。）以下の説明は、送信
器モジュール及び受信器モジュールのいずれにも当てはまる。
【００１７】
　放出光学部及び捕捉光学部は、リレーレンズ２０によって閉塞されるオリフィス１０４
が形成された前縁側部１０２を有するハウジング１００内に設置されうる。ハウジングは
、放出光学部及び捕捉光学部を周囲環境から保護するためのＮＥＭＡ-４容器でありうる
。図５に示されるように、コリメータレンズ１８は運動チルトステージ１０６に取付けら
れており、この運動チルトステージ１０６は、コリメータレンズ１８を、放出光学部の光
学的軸線に対して直角の直交軸線回りにチップ動作（ｔｉｐ）及びチルト動作（ｔｉｌｔ
）させるように配置される。２つの直接駆動式ステッピングモータ１０８によって、この
チップ動作及びチルト動作がもたらされる。これらモータは、イーサネット（登録商標）
その他類似の接続手段を介してコンピュータによって制御される。この接続は、混信を回
避するために光ファイバを通じてなされうる。ステッピングモータ１０８は、電力供給が
絶たれたときにそれらの位置を維持する。そのため、光学的整列作用が停電によって影響
を受けなくなる。ステッピングモータは、モータ駆動部１１０によって駆動される。
【００１８】
　周期的又は連続的なシステム整列動作の間、制御コンピュータは、伝送されて検出され
るレーザ光の量をモニタする。好ましくは別個の整列波長、例えば可視光又は近赤外線が
、周期的又は連続的な整列処理のために提供される。いかなる位置ずれによっても検出信
号は減少する。自己整列モードにおいて、コンピュータは検出信号を測定するとともに、
２つのステッピングモータのうちの一方に命令を出して一方向に少し移動させ、次いで検
出信号を再測定する。信号が増大すると、コンピュータはステッピングモータに命令を出
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して、信号が増大しなくなるまで同一方向に再び移動させる。コンピュータは、次いで他
方のステッピングモータに命令を出して、検出信号を最大化するように直交軸線に沿って
移動させ、そして他方のセンサヘッドに対して全手順を繰り返す。検出信号が増大するの
に従って、検出器の増幅器利得は自動的に減少し、そのため、自己整列作用は、信号サイ
ズが何回か繰返される間にわたって進行する。この自己整列システムは、ナノワット単位
からミリワット単位までの検出電力において機能しうる。
【００１９】
　「ヒルクライミング」アルゴリズムは、実質的なノイズが存在する状態で、信号が略全
損失された後にシステムを整列させられるとともに、他の整列システムであれば制御用電
子機器の限界まで位置ずれを生じさせうるビームの阻害、停電、機械的衝撃その他の障害
に耐える。自己整列作用のために要求されるあらゆるものは、所定の位置空間における最
大値を有する有限の信号である。特定の導入条件に応じて、自己整列作用は設定された間
隔、例えば１時間ごとに周期的に、又は拡張された期間、例えば数日の処理の後に必要に
応じて行われる。制御コンピュータは導かれる信号をモニタし、信号が既定の閾値を下回
って低下したときのみに自己整列させる。
【００２０】
　一実施形態において、観測管１１２は基端及び末端を有する。基端は、ボイラの外壁１
１４から直角に延在するように取付けられるとともに、長尺の貫通部１６が観測管１１２
の内部空間に連通している。フランジ１１６が観測管１１２の末端に設けられる。フラン
ジ１１６によって、ハウジング１００が、ボイラのフランジに隣接する前縁端１０２に取
付可能であるとともに、リレーレンズ２０が貫通部１６に光学的に連通する。この態様に
おいて、ビームは、貫通部１６を通ってボイラの内部空間１１８に伝送されるとともに、
ボイラを越えて、図５に関連して前述したものと概ね同一の捕捉光学部を備えた受信器へ
と伝送されうる。
【００２１】
　図６は、整列可能な放出光学部及び捕捉光学部の代替的な実施形態２００を表している
。図６は、同様のデザインからなる送信器及び受信器として記載される。代替的な実施形
態２００において、レンズ２０２は光ファイバ２０４に光学的に接続される。レンズ２０
２は、本明細書において「コリメータ」レンズと称され、（概ね一定の直径からなるビー
ムを生成する）真性のコリメータレンズでありうる。或いは、コリメータレンズ２０２は
、僅かに拡大したビーム２０６を提供する「準」コリメータレンズのものでもよい。ファ
イバ２０４及びレンズ２０２は、固定された関係により一緒に機械的に連結されるととも
に、並進運動機構部２１０によって、直交するＸ-Ｙ軸線２０８に沿って「並進運動」し
て移動可能である。放出されたビーム２０６は、並進運動によって、リレーレンズ２１２
の選択部位に当たるように移動可能であり、リレーレンズ２１２は、ビームを膜のスロッ
トに通して導くとともに、ビームを（捕捉光学部のレンズ２０２に対応する）受信側光学
部又は捕捉光学部の周りに集束させる。図５の実施形態に関連して前述したものと同様の
ステッピングモータ、コンピュータ制御器及び「ヒルクライミング」アルゴリズムが並進
運動機構部２１０に関連付けられており、概ね連続的な整列補正作用を提供する。
【００２２】
　開示内容の種々の実施形態は、各従属項が、独立項と同様に、先行する従属項の各々の
限定要素を組入れた多項従属項であるかの如く、特許請求の範囲に記載された種々の要素
を組合わせたものをも含みうる。このような組合せが本願の開示内容の範囲内であること
は明らかである。
【００２３】
　多数の実施形態を参照して、本発明を特定的に図示するとともに説明したものの、当該
技術分野に属する当業者は、本明細書に開示される種々の実施形態に対して、本発明の思
想及び範囲から逸脱することなくその形態及び細部について変更が可能である点と、本明
細書において開示される種々の実施形態によって、特許請求の範囲が限定されることは意
図されていない点とを理解するであろう。本明細書において記載されたすべての参考文献
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